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研究成果の概要（和文）： 
 
近年、同一分野に複数の国際ルール・制度、いわゆる国際レジームが存在する現象がしばし
ば見られるようになった。それらのレジーム間の相互作用は、当該問題領域における各国の行
動に大きな影響を及ぼす。本研究の成果は、通常兵器分野における、そうしたレジーム間の相
互作用を詳細に分析するとともに、相互作用を与件として扱うのではなく、相互作用を促進し
ようとして活動を行うさまざまなアクターの意図や戦略を実証的に明らかにしたことである。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 
Interplays among international regimes come to attract attention among academic as well 
as policy makers. This research analyzed the institutional interplays in conventional 
weapons issues where the density of international regimes is not very high. By examining 
these interplays, this research showed the strategies of the various actors to promote 
institutional interplay.  
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１．研究開始当初の背景 
国境を超えたヒトやモノの交流が密接に
なるに従って、これらの関係を規律する国際
レジームに対する需要が大きくなってきた。
レジーム数が増加し、レジーム密度が高まる
につれて、個々のレジームの形成や発展につ

いての分析のみならず、レジーム間の関係に
対する関心も高まってきた。  
そうした中にあって、応募者はこれまでほ
とんど研究がなされていない通常兵器分野
におけるレジーム間相互作用に関する先駆
的研究を行ってきた（科研費課題番号
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18730113）。このようなレジーム密度が高く
ない分野の研究を進める中で、レジーム間相
互作用は自動的に起こる場合よりも、むしろ
何らかのアクターが意図的に発生させてい
ることが多いこと、またそうした相互作用を
促進するアクターの行動がレジーム間の相
互作用のあり方にきわめて大きな影響を与
えることを認識するようになった。 
しかしながら、レジーム間相互作用を促進

するアクターに関する実証研究はいまだほ
とんど手付かずの状態であった。それゆえ、
これまでの研究をさらに発展させ、レジーム
間相互作用を促進するアクターに焦点を絞
る研究を進める必要性があると考えるに至
った。 
 
２．研究の目的 
レジーム密度が低い分野に関する研究、具
体的には通常兵器分野に関するレジーム間
相互作用の研究は、応募者によるものを除け
ば、世界的に見てもほとんど存在しない。レ
ジーム間相互作用に関する先行研究は、レジ
ーム密度が高い地球環境分野などを中心に
行われてきた。そのため、レジーム間相互作
用の研究自体に、一定のバイアスが存在する
可能性がある。こうしたゆがみを正すために
も、レジーム密度が高い分野のみならず、レ
ジーム密度が低い分野における研究を行い、
レジーム間相互作用研究の普遍性を高める
必要がある。レジーム密度が低く、これまで
レジーム間相互作用の研究が行われてこな
かった通用兵器分野の研究を行うことによ
って、レジーム間相互作用の研究を発展させ
ることが本研究の第一の目的であった。 
さらに、レジーム間相互作用を促進するア

クターに焦点を絞った研究というのも、現在
のところ世界的にみてもほとんどない。これ
まで行われてきたレジーム間相互作用の研
究は、その関係性を整理することに主たる関
心が集まってきた。また、若干存在するレジ
ーム間相互作用促進アクターの研究も、ほぼ、
レジーム間相互作用を意図的に行おうとす
る「国家」の行動のみに焦点を当てるもので
ある。レジーム間関係を意図的に促進させよ
うとする非国家アクターに関する研究や、あ
るいは「国家」と非国家アクターの行動がそ
れぞれにどのような影響を与えあっている
のか、という点についての研究は全く行われ
てこなかったといってよい。 
本研究は、以上のように重要でありながら、

いまだほとんど手が付けられていなかった
レジーム密度が低い分野におけるレジーム
間相互作用の実態研究、およびレジーム間相
互作用の促進アクターに関する実証研究に
取り組むものである。 
 
３．研究の方法 

上記の研究目的を達成するため、本研究で
は、主として以下の 3つのアプローチで研究
を進めた。その一つ目は、近年盛んに進めら
れているレジーム間相互作用や、規範の拡散
など関連分野の文献を検討することである。
こうした研究の検討を通じて、本研究独自の
視点・主張についての理論的精緻化を進めた。 
二つ目は、通常兵器分野において活動する
NGO 関係者、政府関係者、国際機関関係者、
民間企業関係者、マス・メディア関係者等に
関する資料収集、インタビューを行うことで
ある。こうした方法により、具体的に通常兵
器分野のレジーム間相互作用にかかわった
アクターの意図や狙い、あるいは行動につい
ての分析を進めた。 
三つ目は、通常兵器分野での実証研究を踏
まえて精緻化した規範拡散やレジーム間相
互作用、レジーム間相互作用促進アクターに
関する知見を他の分野にも援用可能かを検
討することである。実際、既にレジーム間相
互作用の研究蓄積がある地球環境問題や経
済問題に関する既存の研究について、批判的
検討を行った。また、医薬品特許を巡る問題
や、日本外交にかかわる分野についても、実
証調査を進め、こうした検討を試みた。そし
て、これらの他分野に援用した知見を踏まえ
て、規範拡散やレジーム間相互作用、レジー
ム間相互作用促進アクターの研究の理論的
考察にフィードバックする作業を進めた。 
 
４．研究成果 
 本研究の第一の成果は、レジーム密度が低
い通常兵器分野におけるレジーム間相互作
用、並びにそれを促進するアクターに関する
実証研究を行ったことである。レジーム密度
が高くない分野のレジーム間相互作用の研
究自体、世界的にもほとんどなされておらず
貴重であると思われる。特にレジーム密度が
低いからこそ見えやすくなる、レジーム間相
互作用を促進すべく NGOや政府関係者がとっ
ていた行動を、インタビューなどに基づき実
証的に明らかにすることができた。 
レジーム密度が高い分野では、機能的に発
生するレジーム間相互作用が中心であった
が、レジーム密度が低い分野においては機能
的なレジーム間の相互作用はまれで、むしろ
意図的に、あるレジームにおける規範やルー
ルを他のレジームに反映させようと政治的
に行動するアクターがしばしば確認された。
このような発見はレジーム密度が低い分野
のレジーム間相互作用を検討したからこそ
明らかになった点である。こうした研究の成
果は、下記のとおり発表しているが、とりわ
け単著として刊行した下記図書⑤は、国際政
治学会、国際安全保障学会、日本政治学会な
ど主要関連学会誌全てで取り上げられるな
ど、大いに注目を集めた。さらに、こうした



知見をもとに、既にレジーム間相互作用の研
究蓄積がある地球環境や経済問題の業績を
批判的に検討し、その成果は下記雑誌論文②
として発表している。 
 また、本研究を進める中で二つの新たな地
平を切り開くことができた。一つは重複しあ
うレジーム間の調整という課題である。レジ
ーム密度が高まると、同一問題を扱うレジー
ムが複数存在するケースも現れ、それらのル
ールが対立する時などは特に問題視される
ようになった。そうした重複レジーム間の調
整問題はこれまであまり研究が進んでいな
かったが、レジーム間相互作用を促進するア
クターに注目する研究を進める中で、そうし
たアクターが重複をいかに調整しようとし
ているのかという視点からの、独自の研究を
進めることができた。その成果は、国内外の
学会で発表し（学会発表④，⑤）、関心を集
め、またその一部は雑誌論文③としても発表
した。 
 いまひとつは、レジーム間の相互作用や、
新たな規範の拡散を阻害しようとするアク
ターの活動、戦略に関する研究である。レジ
ーム間相互作用を促進する NGO や企業、政府
関係者などへのインタビューを進める中で、
そうした勢力に対抗する勢力もまた、独自の
戦略を持って活動をしていることが明らか
になってきた。安全保障にかかわる分野では、
レジーム間相互作用を NGO等が促進しようと
すると、国防関係者などが阻害しようとする
という構図がみられた。しかし、こうした構
図は、安全保障分野に特有のものである可能
性がある。 
 そこで新たな規範の拡散や、レジーム間相
互作用の促進行動に対して、対抗する勢力も
また、多様なアクターとなりうる事例として、
医薬品特許の問題を取り上げて、レジーム間
相互作用促進アクターと、促進阻害アクター
の関係について検討した。実際、この事例で
は、レジーム間相互作用を促進する側にも、
それを阻害しようとする側いずれにも、国家、
NGO、企業など多様なアクターが参加し連合
を組んでいるという状況が確認された。この
成果を国際学会で発表したところ（論文①、
学会発表①）、好意的な反応が得られた。こ
のテーマはさらに大きく発展が見込まれる
という感触を得たこともあり、2013 年度より
レジーム間相互作用や規範拡散を進めよう
とする動きに対して、それを阻害しようとす
るアクターや、その戦略に焦点を当てた研究
をさらに深めていく予定としている。 
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